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延長保育事業の実施について 

 

 

標記については、今般、別紙のとおり「延長保育事業実施要綱」を定め、平

成２７年４月１日から適用することとしたので通知する。 

 ついては、管内市町村（特別区を含む。）に対して周知をお願いするとともに、

本事業の適正かつ円滑な実施に期されたい。 

なお、本通知の施行に伴い、平成 20 年６月９日雇児発第 0609001 号厚生労働

省雇用均等・児童家庭局長通知「保育対策等促進事業の実施について」は、平

成 27 年３月 31 日限りで廃止する。 

  



別紙 

 

延長保育事業実施要綱 

 

１ 事業の目的 

 就労形態の多様化等に伴い、やむを得ない理由により、保育時間を延長し

て児童を預けられる環境が必要とされている。 

こうした需要に対応するため、保育認定を受けた児童について、通常の利

用日及び利用時間帯以外の日及び時間において、保育所、認定こども園等で

引き続き保育を実施することで、安心して子育てができる環境を整備し、も

って児童の福祉の向上を図ることを目的とする。 

 

２ 実施主体 

実施主体は、市町村（特別区及び一部事務組合を含む。以下同じ。）とする。 

なお、市町村が認めた者へ委託等を行うことができる。 

 

３ 事業の内容 

 子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）第 19 条第１項第２号又は

第３号の支給要件を満たし、同法第 20 条第１項により市町村の認定を受けた

児童が、やむを得ない理由により通常の利用日及び利用時間帯以外の日及び

時間において保育所や認定こども園等で保育を受けた際に、保護者が支払う

べき時間外保育の費用の全部又は一部の助成を行うことにより、必要な保育

を確保する事業。 

 

４ 実施方法 

（１）一般型 

① 実施場所 

都道府県及び市町村以外の者が設置する保育所又は認定こども園（以 

下「民間保育所等」という。）、小規模保育事業所、事業所内保育事業 

所、家庭的保育事業所、駅前等利便性の高い場所、公共的施設の空き部 

屋等適切に事業が実施できる施設等とする。 

② 対象児童 

子ども・子育て支援法第 19 条第１項第２号又は第３号の支給要件を 

満たし、同法第 20 条第１項により市町村の認定を受け、民間保育所等、 

小規模保育事業所、事業所内保育事業所、家庭的保育事業所を利用する 

児童。 



③ 職員配置 

配置する職員は、ア～ケの各類型において次のとおりとする。 

また、配置する職員の数（以下「基準配置」という。）は、乳児おお 

むね３人につき１人以上、満１歳以上満３歳に満たない幼児おおむね６ 

人につき１人以上、満３歳以上満４歳に満たない幼児おおむね 20 人につ 

き１人以上、満４歳以上の幼児おおむね 30 人につき１人以上とする。 

ア 民間保育所等 

基準配置により保育士を配置すること。ただし、実施場所１につき 

保育士の数は２名を下ることはできない。 

なお、開所時間内における「特定教育・保育、特別利用保育、特別 

利用教育、特定地域型保育、特別利用地域型保育、特定利用地域型保 

育及び特例保育に要する費用の額の算定に関する基準等」（平成 27 年 

内閣府告示第 49 号。以下「告示」という。）第１条第 44 号ロに定め 

る短時間認定を受けた児童（以下「短時間認定児」という。）の延長 

保育について、告示第１条第 44 号イに定める標準時間認定を受けた児 

童（以下「標準時間認定児」という。）を保育する職員の支援を受け 

られる場合には、保育士１人で保育ができる乳幼児数の範囲内におい 

て、保育士１人とすることができる。 

イ 小規模保育事業（Ａ型） 

基準配置により保育士を配置すること。 

ウ 小規模保育事業（Ｂ型） 

保育士その他の保育に従事する職員（「家庭的保育事業等の設備及 

び運営に関する基準」（平成 26 年厚生労働省令第 61 号。以下「家庭 

的保育事業等の設備運営基準」という。）第 31 条第１項に定める市町 

村長が行う研修を修了した者（以下「その他の保育従事者」という。）） 

を基準配置により配置すること。ただし、そのうち保育士を１／２以 

上とする。 

エ 小規模保育事業（Ｃ型） 

家庭的保育事業等の設備運営基準第23条第２項に定める家庭的保育 

者（以下「家庭的保育者」という。）１人が保育することができる乳 

幼児の数は、３人以下とする。ただし、家庭的保育者が、家庭的保育 

事業等の設備運営基準第 23 条第３項に定める家庭的保育補助者（以下 

「家庭的保育補助者」という。）とともに保育する場合には、５人以 

下とする。 

オ 事業所内保育事業（定員 20 人以上） 

基準配置により保育士を配置すること。ただし、保育士の数は実施 



場所１につき２名を下ることはできない。 

なお、開所時間内における短時間認定児の延長保育について、標準 

時間認定児を保育する職員の支援を受けられる場合には、保育士１人 

で保育ができる乳幼児数の範囲内において、保育士１人とすることが 

できる。 

カ 事業所内保育事業（定員 19 人以下・Ａ型） 

基準配置により保育士を配置すること。 

キ 事業所内保育事業（定員 19 人以下・Ｂ型） 

保育士その他の保育従事者を基準配置により配置すること。ただし、 

そのうち保育士を１／２以上とする。 

ク 家庭的保育事業（定員４名以上） 

家庭的保育者及び家庭的保育補助者を配置すること。 

ケ 家庭的保育事業（定員３名以下） 

家庭的保育者を配置すること。 

  ④ 実施要件 

ア 短時間認定 

（ア）１時間延長 

開所時間内で、各施設等が設定した短時間認定児の保育を行う時 

間を超えて１時間以上の延長保育を実施しており、延長時間内の１ 

日当たり平均対象児童数（以下「平均対象児童数」という。）が１ 

人以上いること。 

（イ）２時間延長 

開所時間内で、各施設等が設定した短時間認定児の保育を行う時 

間を超えて２時間以上の延長保育を実施しており、延長時間内の平 

均対象児童数が１人以上いること。 

（ウ）３時間延長 

開所時間内で、各施設等が設定した短時間認定児の保育を行う時 

間を超えて３時間以上の延長保育を実施しており、延長時間内の平 

均対象児童数が１人以上いること。 

（エ）開所時間を超えた延長 

標準時間認定と同様の取扱いとし、各時間帯における平均対象児 

童数の算定については、標準時間認定児と合算して算出すること。 

イ 標準時間認定（家庭的保育事業を除く） 

（ア）１時間延長 

開所時間を超えて１時間以上の延長保育を実施しており、延長時 

間内の１日当たり平均対象児童数が６人以上いること。 



（イ）２時間延長 

開所時間を超えて２時間以上の延長保育を実施しており、延長時 

間内の平均対象児童数が３人以上いること。 

（ウ）３時間以上の延長 

（イ）と同様１時間毎に区分した延長時間以上の延長保育を実施 

しており、延長時間内の平均対象児童数が３人以上いること。 

（エ）30 分延長 

上記（ア）～（ウ）に該当しないもので、開所時間を超えて 30 分 

以上の延長保育を実施しており、延長時間内の平均対象児童数が１ 

人以上いること。 

ウ 標準時間認定（家庭的保育事業） 

（ア）１時間延長 

開所時間を超えて１時間以上の延長保育を実施しており、延長時 

間内の平均対象児童数が２人以上いること。 

（イ）２時間延長 

開所時間を超えて２時間以上の延長保育を実施しており、延長時 

間内の平均対象児童数が１人以上いること。 

（ウ）３時間以上の延長 

（イ）と同様１時間毎に区分した延長時間以上の延長保育を実施 

しており、延長時間内の平均対象児童数が１人以上いること。 

（エ）30 分延長 

上記（ア）～（ウ）に該当しないもので、開所時間を超えて 30 分 

以上の延長保育を実施しており、延長時間内の平均対象児童数が１ 

人以上いること。 

（注１）上記ア～ウにおいて、各施設等が設定した短時間認定児の保育を 

行う時間又は開所時間の前及び後ろで延長保育を実施する場合は、 

前後の延長保育時間及び平均対象児童数を合算することはせず、前 

後それぞれで延長時間を定めること。 

ただし、上記アにおいて、各施設等が設定した短時間認定児の保 

育を行う時間上、前後それぞれで算出される延長時間に端数が生じ 

る場合は、平均対象児童数が１人以上いる時間を前後合算して算出 

すること。 

（注２）上記ア～ウの各（エ）を除き、複数の延長時間区分に該当する場 

合は、最も長い延長時間の区分を適用すること。 

    また、平均対象児童数は、年間の上記の延長時間区分における各

週ごとの最も多い利用児童数をもって平均し、小数点以下第一位を



四捨五入して得た数とすること。 

 

（２）訪問型 

① 実施場所 

利用児童の居宅において実施すること。 

② 対象児童 

子ども・子育て支援法第 19 条第１項第２号又は第３号の支給要件を満 

たし、同法第 20 条第１項により市町村の認定を受け、民間保育所等、小 

規模保育事業所、事業所内保育事業所、家庭的保育事業所、居宅訪問型 

保育事業所を利用する児童であって、以下のいずれかに該当するものと 

する。 

ア 居宅訪問型保育事業を利用する児童で利用時間を超える場合 

イ 民間保育所等における延長保育の利用児童数が１名となった場合 

③ 職員配置 

職員の配置は次のとおりとする。なお、家庭的保育者１人が保育するこ 

とができる児童の数は１人とする。 

ア ４（２）②アに定める児童の場合 

「職員の資質向上・人材確保等研修事業の実施について」（平成 27 

年５月 21 日雇児発 0521 第 19 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通 

知）の別添４に定める研修を修了した家庭的保育者を配置すること。 

イ ４（２）②イに定める児童の場合 

保育士を配置すること。 

（注）都道府県又は市町村においてアの研修の実施体制が整っていない場 

合には、経過措置として、家庭的保育者基礎研修を修了した保育士、 

家庭的保育者認定研修及び基礎研修を修了した者又はこれらの者と同 

等以上と認められる者であって、アの研修体制が整い次第速やかに当 

該研修を受講し、修了することとしている者を、当該研修を修了する 

までの間（概ね２年程度）配置することができることとする。 

④ 実施要件 

ア 短時間認定 

（ア）１時間延長 

開所時間内で、各施設等が設定した短時間認定児の保育を行う時 

間を超えて１時間以上の延長保育を実施しており、延長時間内の年 

間利用日数（以下「年間延べ利用日数」という。）が 26 日以上ある 

こと。 

（イ）２時間以上の延長 



開所時間内で、（ア）と同様１時間毎に区分した延長時間以上の 

延長保育を実施しており、延長時間内の年間延べ利用日数が 26 日以 

上あること。 

（ウ）開所時間を超えた延長 

標準時間認定と同様の取扱いとし、各時間帯における年間延べ利 

用日数の算定については、短時間認定、標準時間認定それぞれ算出 

すること。 

イ 標準時間認定 

（ア）１時間延長 

開所時間を超えて１時間以上の延長保育を実施しており、年間延 

べ利用日数が 26 日以上あること。 

（イ）２時間以上の延長 

（ア）と同様１時間毎に区分した延長時間以上の延長保育を実施 

しており、当該延長時間内の年間延べ利用日数が26日以上あること。 

（ウ）30 分延長 

上記（ア）～（イ）に該当しないもので、開所時間を超えて 30 分 

以上の延長保育を実施しており、当該延長時間内の年間延べ利用日 

数が 26 日以上あること。 

（注１）上記ア～イにおいて、各施設等が設定した短時間認定児の保育を 

行う時間又は開所時間の前及び後ろで延長保育を実施する場合は、 

前後の延長保育時間及び平均対象児童数を合算することはせず、前 

後それぞれで延長時間を定めること。 

ただし、上記アにおいて、各施設等が設定した短時間認定児の保 

育を行う時間上、前後それぞれで算出される延長時間に端数が生じ 

る場合は、平均対象児童数が１人以上いる時間を前後合算して算出 

すること。 

（注２）訪問型の利用にあたっては、利用者と市町村が協議の上、利用の 

決定を行うこと。 

 

５ 留意事項 

（１）一般型については、対象児童に対し、適宜、間食又は給食等を提供する 

こと。 

（２）この実施要綱の要件に適合する保育所等である旨の必要な書類を整備し 

ておくこと。 

（３）保育中に事故が生じた場合には、「特定教育・保育施設等における事故の 

報告等について（平成 27 年２月 16 日付府政共生 96 号・26 初幼教第 30 号・ 



雇児保発 0216 第１号通知）」に従い、必要に応じて速やかに国へ報告する 

こと。 

 

６ 保護者負担 

本事業の実施に必要な経費の一部を保護者負担とすることができる。 

また、訪問型については、利用児童の居宅までの交通費を実費徴収できる 

こととする。 

 

７ 費用 

本事業に要する費用の一部について、国は別に定めるところにより補助す 

るものとする。 
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延長保育事業実施要綱新旧対照表
改正後 改正前

延長保育事業実施要綱

１ 事業の目的

就労形態の多様化等に伴い、やむを得ない理由により、保育時間を延長し

て児童を預けられる環境が必要とされている。

こうした需要に対応するため、保育認定を受けた児童について、通常の利

用日及び利用時間帯以外の日及び時間において、保育所、認定こども園等で

引き続き保育を実施することで、安心して子育てができる環境を整備し、も

って児童の福祉の向上を図ることを目的とする。

２ 実施主体

実施主体は、市町村（特別区及び一部事務組合を含む。以下同じ。）とす

る。

なお、市町村が認めた者へ委託等を行うことができる。

３ 事業の内容

子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）第 19 条第１項第２号又は

延長保育促進事業実施要綱

１ 事業の目的

就労形態の多様化等に伴う延長保育の需要に対応するため、児童福祉法第

３９条に規定する、市町村（特別区を含む。以下同じ。）以外の者の設置す

る保育所(以下、「民間保育所」という。)又は「平成２０年度子育て支援対

策臨時特例交付金（安心こども基金）の運営について」（平成２１年３月５

日 20 文科初第 1279 号、雇児発第 0305005 号文部科学省初等中等教育局長、

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）の別紙「安心こども基金管理運営

要領」（以下、「運営要領」という。）別添９の２に規定する小規模保育運

営支援事業（以下、「小規模保育事業」という。）において、開所時間を超

えた保育を取り組む場合に補助を行うことで安心して子育てができる環境を

整備し、もって児童の福祉の向上を図ることを目的とする。

２ 実施主体

実施主体は、市町村（特別区を含む。以下同じ。）又は保育所を経営する

者とする。

（参考）
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第３号の支給要件を満たし、同法第 20 条第１項により市町村の認定を受けた

児童が、やむを得ない理由により通常の利用日及び利用時間帯以外の日及び

時間において保育所や認定こども園等で保育を受けた際に、保護者が支払う

べき時間外保育の費用の全部又は一部の助成を行うことにより、必要な保育

を確保する事業。

３ 対象児童

本事業の対象となる児童は、実際に延長保育を利用した保育所入所児童又

は小規模保育事業利用児童とする。

なお、事業に支障のない範囲内で市町村が適当と認めた児童を対象とでき

ること。

４ 対象事業

本事業の対象となる事業は、次に掲げる「延長保育推進事業（基本分）」

及び「延長保育事業（加算分）」とする。

（１）延長保育推進事業(基本分)

（２）の事業を実施する民間保育所又は小規模保育事業（以下、「民間

保育所等」という。）における保育士配置の充実を図ることにより、１１

時間の開所時間の始期及び終期前後の保育需要への対応の推進を図る事

業。

（２）延長保育事業(加算分)

民間保育所等の１１時間の開所時間の前後の時間において、さらに３０
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分以上の延長保育を実施する事業。

５ 実施要件

（１）延長保育推進事業（基本分）

① 民間保育所

１１時間の開所時間内に児童福祉施設の設備及び運営に関する基準

（昭和２３年厚生省令第６３号）第３３条第２項及びその他の補助金

等の配置する保育士のほか、保育士を１名以上加配すること。

② 小規模保育事業（Ａ型）

１１時間の開所時間内に運営要領別添９の２の２（４）①（エ）及

びその他の補助金等の配置する保育士のほか、保育士を１名以上加配

すること。

③ 小規模保育事業（Ｂ型）

１１時間の開所時間内に運営要領別添９の２の２（４）②（ア）及

びその他の補助金等の配置する保育士その他の保育従事者のほか、保

育士その他の保育従事者を１名以上加配すること。

④ 小規模保育事業（Ｃ型）

１１時間の開所時間内に運営要領別添９の２の２（４）③（ウ）及

びその他の補助金等の配置する家庭的保育者又は家庭的保育補助者の

ほか、家庭的保育者又は家庭的保育補助者を１名以上加配すること。

なお、①～③により加配する保育士については、法第１８条の６に

定める保育士となる資格を有し、都道府県知事に登録申請を行ってい



4

４ 実施方法

（１）一般型

① 実施場所

都道府県及び市町村以外の者が設置する保育所又は認定こども園

（以下「民間保育所等」という。）、小規模保育事業所、事業所内保

育事業所、家庭的保育事業所、駅前等利便性の高い場所、公共的施設

の空き部屋等適切に事業が実施できる施設等とする。

② 対象児童

子ども・子育て支援法第 19 条第１項第２号又は第３号の支給要件を

満たし、同法第 20 条第１項により市町村の認定を受け、民間保育所等、

小規模保育事業所、事業所内保育事業所、家庭的保育事業所を利用す

る児童。

③ 職員配置

配置する職員は、ア～ケの各類型において次のとおりとする。

また、配置する職員の数（以下「基準配置」という。）は、乳児お

おむね３人につき１人以上、満１歳以上満３歳に満たない幼児おおむ

ね６人につき１人以上、満３歳以上満４歳に満たない幼児おおむね 20

人につき１人以上、満４歳以上の幼児おおむね 30 人につき１人以上と

する。

る者であっても差し支えないものとする。

（２）延長保育事業（加算分）
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ア 民間保育所等

基準配置により保育士を配置すること。ただし、実施場所１につ

き保育士の数は２名を下ることはできない。

なお、開所時間内における「特定教育・保育、特別利用保育、特

別利用教育、特定地域型保育、特別利用地域型保育、特定利用地域

型保育及び特例保育に要する費用の額の算定に関する基準等」（平

成 27 年内閣府告示第 49 号。以下「告示」という。）第１条第 44 号

ロに定める短時間認定を受けた児童（以下「短時間認定児」という。）

の延長保育について、告示第１条第 44 号イに定める標準時間認定を

受けた児童（以下「標準時間認定児」という。）を保育する職員の

支援を受けられる場合には、保育士１人で保育ができる乳幼児数の

範囲内において、保育士１人とすることができる。

イ 小規模保育事業（Ａ型）

基準配置により保育士を配置すること。

ウ 小規模保育事業（Ｂ型）

保育士その他の保育に従事する職員（「家庭的保育事業等の設備

及び運営に関する基準」（平成 26 年厚生労働省令第 61 号。以下「家

庭的保育事業等の設備運営基準」という。）第 31 条第１項に定める

市町村長が行う研修を修了した者（以下「その他の保育従事者」と

いう。））を基準配置により配置すること。ただし、そのうち保育

士を１／２以上とする。

① 民間保育所

延長時間帯に、対象児童の年齢及び人数に応じて保育士を配置するこ

と。ただし、保育士の数は２名を下ることはできない。

② 小規模保育事業（Ａ型）

延長時間帯に、対象児童の年齢及び人数に応じて保育士を配置するこ

と。ただし、保育士の数は２名を下ることはできない。

③ 小規模保育事業（Ｂ型）

延長時間帯に、対象児童の年齢及び人数に応じて保育士その他の保育

従事者を配置すること。ただし、その数は２名を下ることはできないこ

ととし、そのうち保育士を１／２以上とする。
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エ 小規模保育事業（Ｃ型）

家庭的保育事業等の設備運営基準第 23 条第２項に定める家庭的

保育者（以下「家庭的保育者」という。）１人が保育することがで

きる乳幼児の数は、３人以下とする。ただし、家庭的保育者が、家

庭的保育事業等の設備運営基準第 23 条第３項に定める家庭的保育

補助者（以下「家庭的保育補助者」という。）とともに保育する場

合には、５人以下とする。

オ 事業所内保育事業（定員 20 人以上）

基準配置により保育士を配置すること。ただし、保育士の数は実

施場所１につき２名を下ることはできない。

なお、開所時間内における短時間認定児の延長保育について、標

準時間認定児を保育する職員の支援を受けられる場合には、保育士

１人で保育ができる乳幼児数の範囲内において、保育士１人とする

ことができる。

カ 事業所内保育事業（定員 19 人以下・Ａ型）

基準配置により保育士を配置すること。

キ 事業所内保育事業（定員 19 人以下・Ｂ型）

保育士その他の保育従事者を基準配置により配置すること。ただ

し、そのうち保育士を１／２以上とする。

ク 家庭的保育事業（定員４名以上）

家庭的保育者及び家庭的保育補助者を配置すること。

ケ 家庭的保育事業（定員３名以下）

④ 小規模保育事業（Ｃ型）

延長時間帯に、対象児童の人数に応じて家庭的保育者又は家庭的保育

補助者を配置すること。ただし、その数は２名を下ることはできないこ

ととし、そのうち家庭的保育者を１／２以上とする。



7

家庭的保育者を配置すること。

④ 実施要件

ア 短時間認定

（ア）１時間延長

開所時間内で、各施設等が設定した短時間認定児の保育を行う

時間を超えて１時間以上の延長保育を実施しており、延長時間内

の１日当たり平均対象児童数（以下「平均対象児童数」という。）

が１人以上いること。

（イ）２時間延長

開所時間内で、各施設等が設定した短時間認定児の保育を行う

時間を超えて２時間以上の延長保育を実施しており、延長時間内

の平均対象児童数が１人以上いること。

（ウ）３時間延長

開所時間内で、各施設等が設定した短時間認定児の保育を行う

時間を超えて３時間以上の延長保育を実施しており、延長時間内

の平均対象児童数が１人以上いること。

（エ）開所時間を超えた延長

標準時間認定と同様の取扱いとし、各時間帯における平均対象

児童数の算定については、標準時間認定児と合算して算出するこ

と。

イ 標準時間認定（家庭的保育事業を除く） ６ 実施方法
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（ア）１時間延長

開所時間を超えて１時間以上の延長保育を実施しており、延長

時間内の１日当たり平均対象児童数が６人以上いること。

（イ）２時間延長

開所時間を超えて２時間以上の延長保育を実施しており、延長

時間内の平均対象児童数が３人以上いること。

（ウ）３時間以上の延長

（イ）と同様１時間毎に区分した延長時間以上の延長保育を実

施しており、延長時間内の平均対象児童数が３人以上いること。

（エ）30 分延長

上記（ア）～（ウ）に該当しないもので、開所時間を超えて 30

分以上の延長保育を実施しており、延長時間内の平均対象児童数

が１人以上いること。

（１）延長時間の定義は次のとおりとすること。

なお、同一保育所、同一小規模保育事業又は駅前等利便性の高い場所

に設置した施設において開所時間の前及び後ろで延長保育を実施する場

合は、前後の延長保育時間及び対象児童数を合算することはせず、前及

び後ろそれぞれで延長時間を定めること。

なお、

① １時間延長とは、開所時間を超えて１時間以上の延長保育を実施し

ており、当該延長時間内の１日当たり平均対象児童数(以下「平均対象

児童数」という。)が６人以上いることをいう。

② ２時間延長とは、開所時間を超えて２時間以上の延長保育を実施し

ており、当該延長時間内の平均対象児童数が３人以上いることをいう。

③ ３時間以上の延長については、②と同様１時間毎に区分した延長時

間以上の延長保育を実施しており、当該延長時間内の平均対象児童数

が３人以上いることとする。

④ ３０分延長とは、上記①～③に該当しないもので、開所時間を超え

て３０分以上の延長保育を実施しており、当該延長時間内の平均対象

児童数が１人以上いることをいう。

なお、④を除き、複数の延長時間区分に該当する場合は、最も長い延

長時間の区分となること。

また、平均対象児童数とは、年間の上記の延長時間区分における各週
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ウ 標準時間認定（家庭的保育事業）

（ア）１時間延長

開所時間を超えて１時間以上の延長保育を実施しており、延長

時間内の平均対象児童数が２人以上いること。

（イ）２時間延長

開所時間を超えて２時間以上の延長保育を実施しており、延長

時間内の平均対象児童数が１人以上いること。

（ウ）３時間以上の延長

（イ）と同様１時間毎に区分した延長時間以上の延長保育を実

施しており、延長時間内の平均対象児童数が１人以上いること。

（エ）30 分延長

上記（ア）～（ウ）に該当しないもので、開所時間を超えて 30

分以上の延長保育を実施しており、延長時間内の平均対象児童数

が１人以上いること。

（注１）上記ア～ウにおいて、各施設等が設定した短時間認定児の保育

を行う時間又は開所時間の前及び後ろで延長保育を実施する場合

は、前後の延長保育時間及び平均対象児童数を合算することはせ

ず、前後それぞれで延長時間を定めること。

ただし、上記アにおいて、各施設等が設定した短時間認定児の

保育を行う時間上、前後それぞれで算出される延長時間に端数が

ごとの最も多い利用児童数をもって平均し、小数点以下第一位を四捨五

入して得た数とすること。
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生じる場合は、平均対象児童数が１人以上いる時間を前後合算し

て算出すること。

（注２）上記ア～ウの各（エ）を除き、複数の延長時間区分に該当する

場合は、最も長い延長時間の区分を適用すること。

また、平均対象児童数は、年間の上記の延長時間区分における

各週ごとの最も多い利用児童数をもって平均し、小数点以下第一

位を四捨五入して得た数とすること。

（２）訪問型

① 実施場所

利用児童の居宅において実施すること。

② 対象児童

子ども・子育て支援法第 19 条第１項第２号又は第３号の支給要件を

満たし、同法第 20 条第１項により市町村の認定を受け、民間保育所等、

小規模保育事業所、事業所内保育事業所、家庭的保育事業所、居宅訪

問型保育事業所を利用する児童で以下のいずれかに該当するものとす

る。

ア 居宅訪問型保育事業を利用する児童で利用時間を超える場合

イ 民間保育所等における延長保育の利用児童数が１名となった場合

③ 職員配置

職員の配置は次のとおりとする。なお、家庭的保育者１人が保育す

ることができる児童の数は１人とする。
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ア ４（２）②アに定める児童の場合

「職員の資質向上・人材確保等研修事業の実施について」（平成

27 年５月 21 日雇児発 0521 第 19 号厚生労働省雇用均等・児童家庭

局長通知）の別添４に定める研修を修了した家庭的保育者を配置す

ること。

イ ４（２）②イに定める児童の場合

保育士を配置すること。

（注）都道府県又は市町村においてアの研修の実施体制が整っていない

場合には、経過措置として、家庭的保育者基礎研修を修了した保育

士、家庭的保育者認定研修及び基礎研修を修了した者又はこれらの

者と同等以上と認められる者であって、アの研修体制が整い次第速

やかに当該研修を受講し、修了することとしている者を、当該研修

を修了するまでの間（概ね２年程度）配置することができることと

する。

④ 実施要件

ア 短時間認定

（ア）１時間延長

開所時間内で、各施設等が設定した短時間認定児の保育を行う

時間を超えて１時間以上の延長保育を実施しており、延長時間内

の年間利用日数（以下「年間延べ利用日数」という。）が 26 日以

上あること。

（イ）２時間以上の延長
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開所時間内で、（ア）と同様１時間毎に区分した延長時間以上

の延長保育を実施しており、延長時間内の年間延べ利用日数が 26

日以上あること。

（ウ）開所時間を超えた延長

標準時間認定と同様の取扱いとし、各時間帯における年間延べ

利用日数の算定については、短時間認定、標準時間認定それぞれ

算出すること。

イ 標準時間認定

（ア）１時間延長

開所時間を超えて１時間以上の延長保育を実施しており、年間

延べ利用日数が 26 日以上あること。

（イ）２時間以上の延長

（ア）と同様１時間毎に区分した延長時間以上の延長保育を実

施しており、当該延長時間内の年間延べ利用日数が 26 日以上ある

こと。

（ウ）30 分延長

上記（ア）～（イ）に該当しないもので、開所時間を超えて 30

分以上の延長保育を実施しており、当該延長時間内の年間延べ利

用日数が 26 日以上あること。

（注１）上記ア～イにおいて、各施設等が設定した短時間認定児の保育

を行う時間又は開所時間の前及び後ろで延長保育を実施する場合

は、前後の延長保育時間及び平均対象児童数を合算することはせ
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ず、前後それぞれで延長時間を定めること。

ただし、上記アにおいて、各施設等が設定した短時間認定児の

保育を行う時間上、前後それぞれで算出される延長時間に端数が

生じる場合は、平均対象児童数が１人以上いる時間を前後合算し

て算出すること。

（注２）訪問型の利用にあたっては、利用者と市町村が協議の上、利用

の決定を行うこと。

５ 留意事項

（１）一般型については、対象児童に対し、適宜、間食又は給食等を提供す

ること。

（２）この実施要綱の要件に適合する保育所等である旨の必要な書類を整備

しておくこと。

（３）保育中に事故が生じた場合には、「特定教育・保育施設等における事

故の報告等について」（平成 27 年２月 16 日付府政共生 96 号・26 初幼

教第 30 号・雇児保発 0216 第１号通知）に従い、必要に応じて速やかに

国へ報告すること。

６ 保護者負担

本事業の実施に必要な経費の一部を保護者負担とすることができる。

（２）事業の実施に当たっては、保育所、小規模保育事業実施施設の他、公

共的施設の空き部屋など適切に事業が実施できる場所を確保すること。

（３）対象児童に対し、適宜、間食又は給食等を提供すること。



14

また、訪問型については、利用児童の居宅までの交通費を実費徴収できる

こととする。

７ 費用

本事業に要する費用の一部について、国は別に定めるところにより補助す

るものとする。

７ 事業の実施手続

（１）市町村の長及び特別区の長は、毎年度、事業を実施するに当たっては、

実施保育所等について都道府県知事に十分協議を行うこと。

（２）この実施要綱の要件に適合する保育所等である旨の必要な書類を整備

しておくこと。

８ 費用

（１）国は次の事業に対して、別に定めるところにより補助するものとする。

① 市町村が実施する事業又は助成する事業に対して都道府県が補助す

る事業

② 指定都市及び中核市が実施する事業又は助成する事業

（２）延長保育事業を実施するに当たっては、あらかじめ保護者負担額を設

定すること。
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